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連結株主資本等変動計算書
(自 2020年1月1日 至 2020年12月31日)

(単位：千円)

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 3,668,700 3,700,608 19,197,758 △593,773 25,973,293

当期変動額

剰余金の配当 　 　 △316,401 　 △316,401

親会社株主に帰属す
る当期純利益

　 　 251,130 　 251,130

自己株式の取得 △78 △78

株式給付信託による
自己株式の取得

△97,702 △97,702

株式給付信託による
自己株式の譲渡

　 　 　 46,792 46,792

株主資本以外の項目
の当期変動額(純額)

　 　 　 　 －

当期変動額合計 － － △65,270 △50,988 △116,258

当期末残高 3,668,700 3,700,608 19,132,487 △644,762 25,857,034

その他の包括利益累計額

非支配株主持分 純資産合計その他有価証券
評価差額金

為替換算調整勘定
退職給付に係る
調整累計額

その他の包括利益
累計額合計

当期首残高 △1,983 △705,787 △218,039 △925,810 108 25,047,590

当期変動額

剰余金の配当 　 　 　 － 　 △316,401

親会社株主に帰属す
る当期純利益

　 　 　 － 　 251,130

自己株式の取得 － △78

株式給付信託による
自己株式の取得

－ △97,702

株式給付信託による
自己株式の譲渡

　 　 　 － 　 46,792

株主資本以外の項目
の当期変動額(純額)

1,733 △159,608 △34,968 △192,843 △4 △192,848

当期変動額合計 1,733 △159,608 △34,968 △192,843 △4 △309,107

当期末残高 △249 △865,396 △253,007 △1,118,653 103 24,738,483



連 結 注 記 表

1. 連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記等
　
　(1) 連結の範囲に関する事項
　

① 連結子会社の数 …… 17社
連結子会社の名称
Roland DGA Corporation
Roland DG Benelux N.V.
Roland DG (U.K.) Ltd.
Roland Digital Group Iberia, S.L.
Roland DG Mid Europe S.r.l.
Roland DG North Europe A/S
Roland DG Australia Pty.Ltd.
Roland DG (China) Corporation
Roland DG Korea Inc.
Roland DG Brasil Ltd.
Roland DG EMEA, S.L.
Roland Digital Group (Thailand) Ltd.
Roland DG Deutschland GmbH
Roland DG Europe Holdings B.V.
Roland DG RUS LLC
DGSHAPE株式会社
Roland DG France SAS

　
② 非連結子会社の名称

Roland DG Technology Asia Corporation

連結の範囲から除いた理由
非連結子会社は、総資産、売上高、当期純損益（持分に見合う額）及び利益
剰余金（持分に見合う額）等は、いずれも連結計算書類に重要な影響を及ぼ
していないため、連結の範囲に含めておりません。

　
　(2) 持分法の適用に関する事項

持分法を適用しない非連結子会社の名称
Roland DG Technology Asia Corporation

持分法を適用しない理由
持分法を適用しない非連結子会社は、当期純損益（持分に見合う額）及び利益
剰余金（持分に見合う額）等からみて、持分法の対象から除いても連結計算書
類に及ぼす影響が軽微であり、かつ全体としても重要性がないため、持分法を
適用しておりません。

　(3) 連結子会社の事業年度等に関する事項
連結子会社の決算日は、連結決算日と一致しております。

　



　(4) 会計方針に関する事項
　
　 ① 資産の評価基準及び評価方法

イ. 有 価 証 券
そ の 他 有 価 証 券

時価のあるもの…… 決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は
全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動
平均法により算定しております。）

時価のないもの…… 移動平均法による原価法
ロ. デ リ バ テ ィ ブ…… 時価法
ハ. た な 卸 資 産…… 主として総平均法による原価法(収益性の低下に

よる簿価切下げの方法)
なお、一部の貯蔵品については最終仕入原価法に
よっております。

　
　 ② 固定資産の減価償却の方法

イ. 有 形 固 定 資 産
リース資産以外の有形固定資産…… 主として定率法

但し、当社の1998年4月1日以降に取得した建物
（建物附属設備を除く）並びに2016年4月1日以降
に取得した建物附属設備及び構築物については、
定額法を採用しております。なお、主な耐用年数
は以下の通りであります。
建 物 31年
工具、器具及び備品 2～6年

リ ー ス 資 産
所有権移転ファイナンス・
リース取引に係るリース資産

…… 自己所有の有形固定資産に適用する減価償却方法
と同一の方法を採用しております。

使 用 権 資 産…… リース期間に基づく定額法によっております。

ロ. 無 形 固 定 資 産…… 定額法
但し、市場販売目的のソフトウエアについては販
売可能有効期間における販売見込数量に基づく方
法、自社利用のソフトウエアについては、利用可
能期間(5年)に基づく定額法によっております。

ハ. 長 期 前 払 費 用…… 定額法

　 ③ 引当金の計上基準
イ. 貸 倒 引 当 金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、連結会社間の債権債務を相殺消去
した後の金額を基礎として、以下の方法により貸倒引当金を計上しており
ます。
一 般 債 権…… 貸倒実績率法によっております。
貸倒懸念債権及び破産更生債権…財務内容評価法によっております。

ロ. 賞 与 引 当 金
当社及び一部の連結子会社については、従業員の賞与の支出に備えるた
め、支給見込額に基づき計上しております。



ハ. 役 員 賞 与 引 当 金
当社は役員の賞与の支出に備えるため、支給見込額に基づき計上しており
ます。

ニ. 製 品 保 証 引 当 金
製品販売後に発生する製品保証費用に備えるため、過去の実績に基づく見
込額を計上しております。

ホ. 従業員株式給付引当金
株式給付規程に基づく当社従業員への当社株式の給付に備えるため、当連
結会計年度末における株式給付債務の見込額に基づき計上しております。

ヘ. 役員株式給付引当金
株式給付規程（役員向け）に基づく当社グループ役員等への当社株式の給
付に備えるため、当連結会計年度末における株式給付債務の見込額に基づ
き計上しております。

　
　 ④ その他連結計算書類作成のための基本となる重要な事項
　 イ. 退職給付に係る会計処理の方法

　退職給付見込額の期間帰属方法
退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの
期間に帰属させる方法については、給付算定式基準によっております。

　数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法
過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年
数(10年)による定額法により費用処理しております。数理計算上の差異
は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一
定の年数(10年)による定率法により案分した額を、それぞれ発生の翌連結
会計年度から費用処理しております。

　 ロ. 外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準
外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、
換算差額は損益として処理しております。なお、在外連結子会社の資産及
び負債は、当該会社決算日の直物為替相場により円貨に換算し、収益及び
費用は期中平均相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における
為替換算調整勘定及び非支配株主持分に含めております。

　 ハ. のれんの償却方法及び償却期間
10年間の均等償却を行っております。

　 ニ. 消費税等の処理方法
　 税抜方式で処理しております。

2. 表示方法の変更
前連結会計年度において、「営業外収益」の「その他」に含めておりました「受取
配当金」(前連結会計年度603千円)については、重要性が増したため、当連結会計
年度より独立掲記しております。
前連結会計年度において、「営業外収益」の「その他」に含めておりました「補助
金収入」(前連結会計年度4,181千円)については、重要性が増したため、当連結会
計年度より独立掲記しております。



3. 連結貸借対照表に関する注記

(1) 有形固定資産の減価償却累計額 9,122,014千円
　
(2) 偶 発 債 務

　
①　保 証 債 務

　 当社は、銀行からの借入に対し以下の通り保証しております。
従業員の借入 361千円

　
　 ② 訴 訟 等

当社の連結子会社Roland DG Brasil Ltd.（以下DBR社）は、当社インクジェ
ットプリンター製品の輸入に関連して、ブラジル国の税務当局から調査を受
け、同製品についての関税等の追徴課税通知を受け取っております。
DBR社は、当局からの指摘内容についてこれを不服とし、正当性を主張すべく
2018年9月に不服申立を行っております。
同申立にかかる追徴税額は28,897千ブラジルレアル（当連結会計年度末日レ
ートでの円換算額574,191千円。当連結会計年度末における不納付加算税等の
見積額を含む。）であります。DBR社は、本追徴課税は根拠がないものとし、
この考えに基づき適切に対応してまいります。従って、現時点で本追徴課税
にかかる当社グループの業績への影響額を見積ることは困難であります。
また、DBR社は、当社インクジェットプリンター製品の販売に関連して、ブラ
ジル国の税務当局から調査を受け、同製品についての関税等の追徴課税通知
を受け取っております。
DBR社は、当局からの指摘内容についてこれを不服とし、正当性を主張すべく
2018年11月に不服申立を行っております。
同申立にかかる追徴税額は36,125千ブラジルレアル（当連結会計年度末日レ
ートでの円換算額717,816千円。当連結会計年度末における不納付加算税等の
見積額を含む。）であります。DBR社は、本追徴課税は根拠がないものとし、
この考えに基づき適切に対応してまいります。従って、現時点で本追徴課税
にかかる当社グループの業績への影響額を見積ることは困難であります。

　
(3) 期末日満期手形

期末日満期手形の会計処理については、満期日に決済が行われたものとして処
理しております。
なお、当連結会計年度末日が金融機関の休日であったため、次の期末日満期手
形を満期日に決済が行われたものとして処理しております。

受取手形 2,519千円
　



4. 連結株主資本等変動計算書に関する注記
　
　(1) 発行済株式に関する事項

株式の種類
当連結会計年度
期首株式数(株)

当連結会計年度
増加株式数(株)

当連結会計年度
減少株式数(株)

当連結会計年度末
株式数(株)

普通株式 12,656,311 － － 12,656,311

　(2) 自己株式に関する事項

株式の種類
当連結会計年度
期首株式数(株)

当連結会計年度
増加株式数(株)

当連結会計年度
減少株式数(株)

当連結会計年度末
株式数(株)

普通株式 167,557 73,650 10,700 230,507

(注)1.当連結会計年度末の自己株式数には、株式給付信託口が保有する当社株式
230,200株が含まれております。

2.(変動事由の概要)
増加株式数の内訳は以下の通りであります。

株式給付信託への追加拠出による増加 73,600株
単元未満株式の買取請求による増加 50株

減少株式数の内訳は以下の通りであります。
　 株式給付信託口からの給付による減少 10,700株

　

　(3) 配当に関する事項
　
　 ① 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の

総額(千円)
1株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

2020年3月19日
定時株主総会

普通株式 316,401 25 2019年12月31日 2020年3月23日

(注) 2020年3月19日定時株主総会決議による配当金の総額には、株式給付信託口が
保有する当社株式に対する配当金額4,182千円が含まれております。

　
② 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会

計年度となるもの
　 次の通り、決議を予定しております。

決議
株式の
種類

配当の
原資

配当金
の総額
(千円)

1株当た
り配当額
(円)

基準日 効力発生日

2021年3月18日
定時株主総会

普通株式
利益

剰余金
126,560 10 2020年12月31日 2021年3月19日

（注）2021年3月18日定時株主総会決議による配当金の総額には、株式給付信託口が
保有する当社株式に対する配当金額2,302千円が含まれております。



5. 金融商品に関する注記
　

(1) 金融商品の状況に関する事項
　 ① 金融商品に対する取組方針

当社グループは、主にコンピュータ周辺機器の製造販売を行うための投資計
画に照らして、必要な資金を主に借入等をもって調達し、一時的な余資は安
全性の高い金融資産で運用する方針であります。デリバティブ取引について
は、基本的に外貨建金銭債権債務の残高の範囲内で為替予約取引等を利用し
ておりますほか、通常の外貨建営業取引に係る輸出入実績を踏まえ、必要な
範囲内で為替予約取引等を利用しており、投機的な取引は行わない方針であ
ります。

　
　 ② 金融商品の内容及びそのリスク

営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されておりま
す。
投資有価証券は、業務上の関係を有する企業の株式であり、その一部は、市
場価格の変動リスクに晒されております。
営業債務である支払手形及び買掛金は、1年以内の支払期日であります。その
一部には輸入に伴う外貨建のものがあり、為替の変動リスクに晒されており
ます。
長期借入金は自己株式取得資金として必要な資金の調達を目的としたもので
あり、支払金利の変動リスクに晒されております。
デリバティブ取引は、外貨建債権債務に係る為替相場の変動リスクを回避す
る目的で為替予約取引等を行っておりますほか、通常の取引の範囲内で外貨
建営業債権債務に係る将来の為替レートの変動リスクを回避する目的で、包
括的な為替予約取引等を行っております。

　
　 ③ 金融商品に係るリスク管理体制
　 イ. 信用リスク(取引先の契約不履行等に係るリスク)の管理

売上債権の管理については、社内規程に従い、取引先の信用調査を行い、
取引先別に期日及び残高を管理すると共に、財務状況の悪化等による回収
懸念の早期把握や軽減を図っております。
デリバティブ取引の利用にあたっては、カウンターパーティーリスクを軽
減するために、格付の高い金融機関とのみ取引を行っております。

　 ロ. 市場リスク(為替や金利等の変動リスク)の管理
外貨建債権債務について、為替の変動リスクを回避する目的で為替予約取
引等を行っております。
デリバティブ取引については、社内規程に定められた決裁手続を経て、財
務担当部門が実行及び管理を行っております。
投資有価証券については、定期的に時価や発行体（取引先企業）の財務状
況等を把握しております。

　 ハ. 資金調達に係る流動性リスク(支払期日に支払いを実行できなくなるリス
ク)の管理
当社は、各部署からの報告に基づき適時に資金繰計画を作成・更新するこ
と等により、流動性リスクを管理しております。



　 ④ 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合に
は合理的に算定された価額が含まれております。当該価額の算定においては
一定の前提条件等を採用しているため、異なる前提条件等によった場合、当
該価額が変動することもあります。また、デリバティブ取引に関する契約額
等については、その金額自体がデリバティブ取引に係る市場リスクを示すも
のではありません。

　
(2) 金融商品の時価等に関する事項

2020年12月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額につい
ては次の通りであります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められ
るものは、次表には含まれておりません((注2)参照)。

連結貸借対照表
計上額(千円)

時価(千円) 差額(千円)

(1) 現 金 及 び 預 金 12,451,929 12,451,929 －

(2) 受取手形及び売掛金 4,322,860 4,322,860 －

(3) 投 資 有 価 証 券 3,604 3,604 －

資 産 計 16,778,393 16,778,393 －

(1) 支払手形及び買掛金 2,376,126 2,376,126 －

(2) 未 払 法 人 税 等 181,896 181,896 －

(3) 長期借入金 (※ 1) 1,440,000 1,440,000 －

負 債 計 3,998,022 3,998,022 －

デリバティブ取引(※2) (66,397) (66,397) －
(※1) 1年内返済予定の長期借入金については、長期借入金に含めて表示しております。
(※2) デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味

の債務となる場合は( )で表示する方法によっております。
　

(注1) 金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項
　

資産
(1) 現金及び預金

預金は全て短期であるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価
額によっております。

(2) 受取手形及び売掛金
これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していること
から、当該帳簿価額によっております。

(3) 投資有価証券
これらの時価について、株式は取引所の価格によっております。

　
負債
(1)支払手形及び買掛金並びに(2)未払法人税等

これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していること
から、当該帳簿価額によっております。

(3)長期借入金
長期借入金は変動金利によるものであり、短期間で市場金利を反映し、また、当社
の信用状態は実行後大きく異なっていないことから、時価は帳簿価額と近似してい
るものと考えられるため、当該帳簿価額によっております。



デリバティブ取引
ヘッジ会計が適用されていないもの
ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引について、取引の対象物の種類ご
との連結決算日における契約額又は契約において定められた元本相当額、時価及び
評価損益並びに当該時価の算定方法は、次の通りであります。

通貨関連(時価の算定方法は、取引先金融機関から提示された価格等に基づき算定し
ております。)

区分
デリバティブ
取引の種類等

契約額等
(千円)

契約額等のうち
1年超(千円)

時価(千円)
評価損益
(千円)

市 場 取 引
以外の取引

為替予約取引

売建

米ドル 2,461,623 － 9,931 9,931

ユーロ 3,279,349 － △67,082 △67,082

買建

日本円 314,769 － △9,246 △9,246

合計 6,055,743 － △66,397 △66,397

(注2) 時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

区分 連結貸借対照表計上額(千円)

非 上 場 株 式 200

これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められるこ
とから、「(3)投資有価証券」には含めておりません。

　
6. １株当たり情報に関する注記
　
(1) １ 株 当 た り 純 資 産 1,990円89銭

　
(2) １株当たり当期純利益 20円17銭
（注）当連結会計年度における普通株式の期中平均株式数及び期末発行済株式総数の計算において控

除する自己株式に、株式給付信託口が保有する当社株式を含めております。
なお、当連結会計年度において、当該信託口が保有する当社株式の期中平均株式数は205,050
株、期末株式数は230,200株であります。

　



7. その他の注記
　

(1) 役員向け株式給付信託について
当社は、中長期的な業績向上と企業価値の増大への貢献意識を高めることを目的
として、当社の取締役 (社外取締役を除きます。)を対象にした業績連動型株式
報酬制度「役員向け株式給付信託」を導入しております。

① 取引の概要
株式給付規程 (役員向け) に基づき、取締役にはその役職と業績連動目標の
達成度に応じてポイントが付与され、退職した場合等には、累積ポイントに
相当する当社株式（但し、当社株式を給付できない場合は、当該株式の処分
によって得られた金銭から費用を控除した後の金銭。）が給付される仕組み
となっております。
当社はこの制度を実施するため、株式会社りそな銀行 (信託口) (再信託受
託者：株式会社日本カストディ銀行 (信託口)) を受託者とする信託を設定
しております。

② 会計処理
「従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引に関する実務上の取扱
い」（実務対応報告第30号 平成27年3月26日）に準じて処理をしておりま
す。

　
③ 信託が保有する自己株式

当連結会計年度末において、役員向け株式給付信託が保有する当社株式は、
連結貸借対照表の純資産の部に自己株式として表示しており、帳簿価額は
411,237千円、株式数は125,700株であります。

(2) 株式給付型ＥＳＯＰについて
当社は、福利厚生サービスとして、一定職位・資格等級以上の当社の従業員 (以
下、「管理職社員」と総称します。)を対象にした業績連動型株式報酬制度 従業
員インセンティブ・プラン「株式給付型ＥＳＯＰ」を導入しております。

① 取引の概要
株式給付規程に基づき、管理職社員にはその役職と業績連動目標の達成度に
応じてポイントが付与され、退職した場合等には、累積ポイントに相当する
当社株式（但し、当社株式を給付できない場合は、当該株式の処分によって
得られた金銭から費用を控除した後の金銭。）が給付される仕組みとなって
おります。
当社はこの制度を実施するため、株式会社りそな銀行 (信託口) (再信託受
託者：株式会社日本カストディ銀行 (信託口)) を受託者とする信託を設定
しております。
なお、2020年5月26日開催の経営会議において、当該信託口に対し、給付に
必要となる株式を取得するための資金として、金銭を追加拠出することを決
議し、2020年6月9日までに払込及び株式の取得が完了しております。

② 会計処理
「従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引に関する実務上の取扱
い」（実務対応報告第30号 平成27年3月26日）に基づき、総額法を適用して
おります。

③ 信託が保有する自己株式
当連結会計年度末において、株式給付型ＥＳＯＰ信託が保有する当社株式
は、連結貸借対照表の純資産の部に自己株式として表示しており、帳簿価額
は232,868千円、株式数は104,500株であります。



(3) 新型コロナウイルスの感染拡大の影響について

新型コロナウイルスの感染拡大の影響について、今後の広がり方や収束時期等に
ついての統一的な見解は発表されておりません。当連結会計年度の第2四半期以
降については、一時的な需要低下がありましたが、各地域での感染拡大収束、経
済活動再開に伴い需要は徐々に回復してきています。このような中、翌連結会計
年度については、需要が前連結会計年度並みの水準に戻ることを仮定しておりま
す。

(4) 早期希望退職者の募集について

当社は、2020年12月17日開催の取締役会において、早期希望退職者の募集を行う
ことを決議いたしました。

① 早期希望退職者募集の理由
当社グループは、主要市場であるサイン分野における市場の成熟化や競争環
境の変化に伴い、徐々に収益性が低下してまいりました。また、新型コロナ
ウイルスの収束時期は依然として不透明で、引き続き予断を許さない状況で
す。このような事業環境の中、コスト構造の抜本的な見直しとサイン市場に
依存する事業構造からの脱却が重要な課題であると認識しております。
こうした状況を踏まえ、新中期経営計画（2021年度～2023年度）では、事業
ポートフォリオの転換とともに構造改革を目指しており、その一環として
「生産拠点のタイ工場への集約」及び「早期希望退職者の募集」を実施いた
します。現在国内及びタイの2拠点で展開する生産機能をタイ工場へと集約
することで、ものづくりの効率性を高めるとともに、当社では早期希望退職
の実施を通じて人員構成のスリム化をおこなうことで、固定費の削減を図り
ます。
これら構造改革を通じて、グローバル競争を勝ち抜く収益性を確保するとと
もに、環境変化に適応できる筋肉質な企業体質へと生まれ変わることで、持
続的な成長を実現してまいります。

② 早期希望退職者募集の概要
対象者 ：すべての製造専任職及び年齢35歳以上の管理職、一般職、嘱託社

員
募集人員：150名程度
募集期間：2021年2月1日から2021年2月26日まで
退職日 ：管理職、一般職、嘱託社員 2021年3月31日
　 製造専任職 2021年12月31日
優遇措置：通常の退職金に割増退職金を加算して支給する。希望者に対して

は再就職支援サービスを付与する。

③ 今後の見通し
今回の早期希望退職者募集に伴い発生する費用は10億円と見込んでおり、
2021年12月期決算において特別損失として計上する予定です。



株主資本等変動計算書
(自 2020年1月1日 至 2020年12月31日)

(単位：千円)

株主資本

資本金
資本剰余金

資本準備金 資本剰余金合計

当期首残高 3,668,700 3,700,603 3,700,603

当期変動額

剰余金の配当 　 　 －

当期純損失 　 　 －

固定資産圧縮積立金
の取崩

　 　 －

自己株式の取得 －

株式給付信託による
自己株式の譲渡

　 　 －

株式給付信託による
自己株式の取得

－

株主資本以外の項目
の当期変動額(純額)

　 　 －

当期変動額合計 － － －

当期末残高 3,668,700 3,700,603 3,700,603

　

株主資本

利益剰余金

利益準 備 金

その他利益剰余金

利益剰余金合計固 定 資 産
圧縮積 立 金

別途積 立 金 繰越利益剰余金

当期首残高 95,060 81,438 3,120,000 10,891,734 14,188,232

当期変動額

剰余金の配当 　 　 　 △316,401 △316,401

当期純損失 　 　 　 △14,275 △14,275

固定資産圧縮積立金
の取崩

　 △1,111 　 1,111 －

自己株式の取得 －

株式給付信託による
自己株式の譲渡

　 　 　 　 －

株式給付信託による
自己株式の取得

－

株主資本以外の項目
の当期変動額(純額)

　 　 　 　 －

当期変動額合計 － △1,111 － △329,565 △330,677

当期末残高 95,060 80,326 3,120,000 10,562,168 13,857,555



(単位：千円)

株主資本 評価・換算差額等

純資産合計
自己株式 株主資本合計

その他有価証券
評価差 額 金

評価・換算
差額等合計

当期首残高 △593,773 20,963,761 △1,983 △1,983 20,961,778

当期変動額

剰余金の配当 　 △316,401 　 － △316,401

当期純損失 　 △14,275 　 － △14,275

固定資産圧縮積立金
の取崩

　 － 　 － －

自己株式の取得 △78 △78 － △78

株式給付信託による
自己株式の譲渡

46,792 46,792 　 － 46,792

株式給付信託による
自己株式の取得

△97,702 △97,702 － △97,702

株主資本以外の項目
の当期変動額(純額)

　 － 1,733 1,733 1,733

当期変動額合計 △50,988 △381,665 1,733 1,733 △379,932

当期末残高 △644,762 20,582,096 △249 △249 20,581,846



個 別 注 記 表

1. 重要な会計方針に係る事項に関する注記
　
　(1) 資産の評価基準及び評価方法
　
　 ① 有価証券の評価基準及び評価方法

イ. 子 会 社 株 式 及 び
関 連 会 社 株 式

………移動平均法による原価法

ロ. そ の 他 有 価 証 券
時価のあるもの………期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は

全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動
平均法により算定しております。）

時価のないもの………移動平均法による原価法

　 ② たな卸資産の評価基準及び評価方法
総平均法による原価法(収益性の低下による簿価切下げの方法)
なお、一部の貯蔵品については最終仕入原価法によっております。

　
　(2) 固定資産の減価償却の方法
　

① 有 形 固 定 資 産………定率法
但し、1998年4月1日以降に取得した建物（建物附
属設備を除く）並びに2016年4月1日以降に取得し
た建物附属設備及び構築物については定額法を採
用しております。なお、主な耐用年数は以下の通
りです。
建 物 31年
工具、器具及び備品 2～6年

② 無 形 固 定 資 産………定額法
但し、市場販売目的のソフトウエアについては販
売可能有効期間における販売見込数量に基づく方
法、自社利用のソフトウエアについては、利用可
能期間(5年)に基づく定額法によっております。

③ 長 期 前 払 費 用………定額法
　
　(3) 引当金の計上基準
　

① 貸 倒 引 当 金
債権の貸倒れによる損失に備えるため、以下の通り貸倒引当金を計上しております。
一 般 債 権………貸倒実績率法によっております。
貸倒懸念債権及び破産更生債権…財務内容評価法によっております。

② 賞 与 引 当 金
従業員の賞与の支出に備えるため、支給見込額に基づき計上しております。

　
③ 役 員 賞 与 引 当 金

役員の賞与の支出に備えるため、支給見込額に基づき計上しております。
　

④ 製 品 保 証 引 当 金
製品販売後に発生する製品保証費用に備えるため、過去の実績に基づく見込
額を計上しております。



⑤ 退 職 給 付 引 当 金
従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年
金資産の見込額に基づき計上しております。
退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に
帰属させる方法については、給付算定式基準によっております。
過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数
(10年)による定額法により費用処理しております。
数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期
間以内の一定の年数(10年)による定率法により案分した額を、それぞれ発生
の翌事業年度から費用処理しております。
未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用の貸借対照表における取扱
いが連結貸借対照表と異なります。

　
⑥ 従業員株式給付引当金

株式給付規程に基づく当社従業員への当社株式の給付に備えるため、当事業
年度末における株式給付債務の見込額に基づき計上しております。

　
⑦ 役員株式給付引当金

株式給付規程（役員向け）に基づく当社役員等への当社株式の給付に備える
ため、当事業年度末における株式給付債務の見込額に基づき計上しておりま
す。

　
　(4) その他計算書類作成のための基本となる重要な事項
　

　 消費税等の処理方法
　 税抜方式で処理しております。

2. 貸借対照表に関する注記
　
(1) 有形固定資産の減価償却累計額 6,167,295千円

　
(2) 偶 発 債 務

保 証 債 務
当社は、銀行からの借入に対し以下の通り保証しております。

従業員 361千円
　
　(3) 関係会社に対する金銭債権債務

短 期 金 銭 債 権 7,792,322千円
短 期 金 銭 債 務 558,632千円

　
(4) 期末日満期手形

期末日満期手形の会計処理については、満期日に決済が行われたものとして処
理しております。
なお、当事業年度末日が金融機関の休日であったため、次の期末日満期手形を
満期日に決済が行われたものとして処理しております。

受取手形 2,519千円

3. 損益計算書に関する注記

関係会社との取引高
営 業 取 引 　 売 上 高

　 仕 入 高

17,163,982

2,958,490

千円

千円
営業取引以外の取引 675,914千円



4. 株主資本等変動計算書に関する注記
　

自己株式に関する事項

株式の種類
当事業年度期首
株式数(株)

当事業年度
増加株式数(株)

当事業年度
減少株式数(株)

当事業年度末
株式数(株)

普通株式 167,557 73,650 10,700 230,507

(注)1.当事業年度末の自己株式数には、株式給付信託口が保有する当社株式230,200株が含まれて
おります。

　 2.(変動事由の概要)
　 増加株式数の内訳は以下の通りであります。

株式給付信託への追加拠出による増加 73,600株
単元未満株式の買取請求による増加 50株

　 減少株式数の内訳は以下の通りであります。
株式給付信託口からの給付による減少 10,700株

　
5. 税効果会計に関する注記
　

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
　 繰 延 税 金 資 産
　 未 払 事 業 税 等 10,386千円
　 賞 与 引 当 金 141,008千円
　 た な 卸 資 産 38,143千円
　 有 形 固 定 資 産 2,850千円
　 無 形 固 定 資 産 231,537千円
　 関 係 会 社 株 式 160,741千円
　 関 係 会 社 出 資 金 516,323千円

未 払 金 2,104千円
　 未 払 費 用 23,106千円
　 製 品 保 証 引 当 金 6,000千円
　 退 職 給 付 引 当 金 154,360千円
　 株 式 給 付 引 当 金 87,785千円
　 貸 倒 引 当 金 2,388千円
　 自 己 株 式 34,989千円
　 未 収 入 金 40,535千円
　 そ の 他 1,673千円
　 繰 延 税 金 資 産 小 計 1,453,936千円
　 評 価 性 引 当 額 △801,311千円
　 繰 延 税 金 資 産 計 652,624千円

　 繰 延 税 金 負 債
固 定 資 産 圧 縮 積 立 金 △35,097千円
株 式 給 付 信 託 口 費 用 △23,142千円

　 繰 延 税 金 負 債 計 △58,240千円
　 繰 延 税 金 資 産 の 純 額 594,383千円

　



6. 関連当事者との取引に関する注記
　
　子会社及び関連会社等

種類
会社等の名称

又は氏名

議決権等
の所有

(被所有)
割合(%)

関連当事者
との関係

取引の
内容

取引金額
(千円)

科目
期末残高
(千円)

子会社
Roland DGA
Corporation

(所有)
直接100.0

当社製商品
の販売
役員の兼任

当社製商品
の販売
(注) 1

6,000,332 売掛金 2,143,876

受 取 利 息
(注) 2

50,193

未収収益 2,407

未収入金 1,970

受取配当金 146,928

子会社
Roland Digital
Group
(Thailand) Ltd.

(所有)
直接99.9

当社製品
の製造
役員の兼任

材料等の支
給
(注) 3

1,157,251 未収入金 675,622

当社製品の
仕入
(注) 4

2,897,569 買掛金 496,850

子会社
Roland DG
Europe
Holdings B.V.

（所有）
直接100.0

当社製商品
の販売
役員の兼任

当社製商品
の販売
(注) 1

7,372,374 売掛金 3,151,907

移転価格税
制調整金
(注) 5

235,353 未収入金 235,353

子会社 DGSHAPE株式会社
(所有)

直接100.0

当社製商品
の販売
役員の兼任

当社製商品
の販売
(注) 1

1,876,807 売掛金 640,924

子会社
Roland DG
Brasil
Ltd.

(所有)
直接100.0

当社製商品
の販売
役員の兼任

当社製商品
の販売
(注) 1

529,411 売掛金 376,692

取引条件及び取引条件の決定方針等
(注) 1.当社製商品の販売については、一般的取引条件を勘案し、決定しております。

2.子会社に対する売掛金に対して、回収期間に応じて利息を請求しております。金利について
は、市場金利を勘案し、決定しております。

3.材料等の支給については、一般的取引条件を勘案し、決定しております。
4.当社製品の仕入については、一般的取引条件を勘案し、決定しております。
5.移転価格税制に関する調整金であります。

　



7. １株当たり情報に関する注記
　
(1) １株当たり純資産額 1,656円38銭

　
(2) １株当たり当期純損失 1円15銭

(注) 当事業年度における普通株式の期中平均株式数及び期末発行済株式総数の計算において
控除する自己株式に、株式給付信託口が保有する当社株式を含めております。
なお、当事業年度において、当該信託口が保有する当社株式の期中平均株式数は
205,050株、期末株式数は230,200株であります。

8. その他の注記

　連結注記表に同一の内容を記載しているため、注記を省略しております。




